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令和4年3月22日 関西電力送配電

氏名 所属 専門分野等

畑山 満則
京都大学
防災研究所
巨大災害研究センター 教授

阪神・淡路大震災以降，ICTを活用した災害対応について研究。
インフラ被害が災害復旧に及ぼす影響について，基礎自治体や
中間支援ボランティアを通した被災者の立場から分析を行い危
機管理に有効な情報処理について考察している。

秦 康範
山梨大学
工学部 土木環境工学科
防災研究室 准教授

地域防災や災害情報といったソフト防災を研究。自治体の防災
施策に精通，国県等の審議会・委員会委員を歴任。日常時と非
常時を区別しない新しい防災に関わる考え方「フェーズフ
リー」の普及啓発を推進。

山本 貴裕
北海道電力ネットワーク株式会社
業務部
業務統括グループ リーダー

胆振東部地震のブラックアウトを現場（十勝）の最前線で経験。
地域のお客さま・自治体・各種団体対応や復旧順位調整等の指
揮のみならず，復旧後は地域関係者への報告・説明会（発生原
因・対策等）を経験。現在は，広域停電や需給ひっ迫時のお客
さま対応・リスクマネジメントの統括およびコンタクトセン
ター新設等のレジリエンス対策に従事。

細貝 紘

（前）
富川 泰介

東京電力パワーグリッド株式会社
パワーグリッドサービス部
コンタクトセンター 所⾧

お客さまからの電話受電やSNS情報などから顧客ニーズを収
集・分析し商品開発や業務カイゼンを推進。託送事業としての
お客さまへの情報発信の在り方を顧客ニーズを分析し検証。
WEBやSNSによる情報発信を担当。

松村 宣也

株式会社日立ソリューションズ・ク
リエイト
社会・公共システム事業部
社会第２ソリュ－ション本部
担当本部⾧

社会インフラエネルギー分野の情報システム企画／構築に従事。
現在は電力事業における脱炭素化・レジリエンス強化に向けた
技術動向調査・ソリューション創出の取り纏めを担当。

主査:松本 真也 関西電力送配電株式会社 配電部 配電運用グループチーフマネジャー （前 岩見 裕一）

ＷＧ３活動体制
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令和4年3月22日 関西電力送配電

特別調査専門委員会

WG1(電力系統視点) WG2(電力以外の社会インフ
ラ視点)

WG3(一般消費者視点)

論点① 災害時の一般消費者行動
北海道ブラックアウトや近年甚大な被害を与えた台風に
よる，一般消費者への影響および一般消費者の行動
に関して整理

論点② 大規模停電による一般消費者への影響
広範囲・⾧時間の停電が発生した場合に想定される一
般消費者への影響の調査

論点③ 大規模停電に対する一般消費者の自衛策
被災時に受電することが困難になる可能性を考慮した
自衛策の整理

論点④ 大規模停電に対する社会全体の備え
上記の状況で社会全体が冷静・適切に対応するための
備え，並びに心構えの整理

論点⑤ 災害時の情報発信のあり方
SNSの普及などの世相を反映した情報発信のあり方の
調査・整理

調査・分析の前提・観点

WG3「一般消費者視点」における論点①~⑤について文献調査を中心に整理を実施

平成30北海道胆振東部地震など，一般消
費者に大きな影響与えた災害について、文
献調査を行った。（詳細は次ページ）
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分類 正式名称 略称 発生日時 主要被災地

地震 平成30年北海道胆振東
部地震 北海道胆振東部地震 2018年9月6日3時7分 北海道胆振地方中東部

台風 令和元年房総半島台風 2019年台風15号 2019年9月5日15時
－9月10日15時 千葉県千葉市付近

台風 令和元年東日本台風 2019年台風19号 2019年10月6日3時
－10月13日12時 静岡県伊豆半島

地震 平成23年(2011年)東北
地方太平洋沖地震 東日本大震災 2011年3月11日14時46

分 岩手，宮城，福島

地震 平成28年(2016年)熊本
地震 熊本地震 2016年4月14日1時25

分 熊本県熊本地方

地震 大阪府北部地震
※気象庁定義なし 大阪地震 2018年6月18日7時58

分 大阪府北部

台風 平成30年台風第21号
※気象庁定義なし 2018年台風21号 2018年8月28日

－2018年9月5日
徳島県南部，兵庫県神戸
市付近

文献調査対象の災害



4電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電1．論点① 災害時の一般消費者行動

消費者属性は，被災者の居住地と被災地を属性として以下の３分類の消費者行動
の特性を文献から調査した。

参考文献（調査報告書などを抜粋し整理する）

1.日本国内居住者(自宅) ２.日本国内居住者(自宅外) ３.日本国内非居住者
(ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ）

戸建住宅 マンション 高齢者施設病院 ホテル職場 観光

消費者属性の分類

P5 P7 P8



5電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電1．論点① 災害時の消費者行動について

(1)日本国内居住者(自宅)の行動特性

 停電，家屋被災があった人は，避難している。
 停電時，多くの人が自宅待機(避難していない)状態であった。

調査災害 災害時の消費者行動 参考文献
令和元年
房総半島
台風

株式会社サ－ベイリ
サ－チセンタ
－:2019年・台風
15号に関する停電
等に対するアンケ－
ト【千葉県八街市】
(2019年9月)p.3

WG3報告書抜粋
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令和4年3月22日 関西電力送配電1．論点① 災害時の消費者行動について

(1)日本国内居住者(自宅)の行動特性

調査災害 災害時の消費者行動 参考文献
平成30年
北海道胆
振東部地
震

・夜明け前の外出は，全体で2割弱だが，40代以下の市民は3割以
上外出している。(p.13)
・外出の目的は，50代以下は出勤，60代は出勤・安否確認，70代
は安否確認，80代以上は，安否確認・家の状態確認が多い。買い
物は40代が23%で比較的高かった。(p.14)

室蘭工業大学:平成30
年北海道胆振東部地
震地震発生時の行動
アンケ－ト(2018年
12月)pp.13-14

令和元年
東日本台
風

・雨が降り出す前の台風第 19 号の情報の入手先ではテレビが
89.5%と最も高く，次いで防災メ－ルが 29.0%，スマ－トフォ
ンアプリが22.8%となっている。(p.44)
・気象情報の入手方法についてはテレビが 83.7%と最も高く，次
いで防災メ－ルが 37.5%，スマ－トフォンアプリが 23.6%と
なっている。(p.49)

株式会社サ－ベイリ
サ－チセンタ－:福島
県 台風第19等住民
避難行動調査業務
報告書(速報版) 
(2020年5月)
pp.44,49

 出勤，安否確認，買い物で被災後に外出している人がいる。
 多くの方がテレビ，エリアメ－ル，スマホアプリで情報確保をしている。

WG3報告書抜粋
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令和4年3月22日 関西電力送配電1．論点① 災害時の消費者行動について

 自宅外にいる方は，帰宅をしようとする。
 何らかの理由で帰宅を断念しているケ－スも多い。
 約 8 割の学校等で児童を保護者へ引き渡し下校させたほか，約４割の学校等で安

全な下校が確認できるまで待機させている。
 高齢者施設での待機においては他施設からの受入れにより収容人数が通常より

増える事が想定される。

(2)日本国内居住者(自宅外)の行動特性

調査災害 災害時の消費者行動 参考文献
平成23年
(2011年)
東北地方
太平洋沖
地震

・当日帰宅を試みた被災者のうち，東京都では約5%，神奈川県と
埼玉県では25%程度，千葉県では30%強途中で帰宅を断念して宿
泊している。

平成23年度国土政策
関係研究支援事業
研究成果報告書 日
記形式webアンケ－
ト調査による地震被
災時帰宅行動の実証
分析 p.18

・約 8 割の学校等で児童生徒等を保護者へ引き渡し下校させたほ
か，約４割の学校等で安全な下校が確認できるまで待機させてい
る。

文部科学省:平成23年
度 東日本大震災に
おける学校等の対応
等に関する調査 報
告書(2012年3
月)p.27

・高齢者施設においては，事業継続が難しい場合に移送が検討さ
れ，東日本大震災においては，調査対象の82施設のうち，7施設
が他施設に移送したのに対し，30施設が他施設からの移送を受け
入れている。

高齢者福祉施設の災
害対応行動と防災対
策をめぐる課題 －
宮城県内の高齢者福
祉施設に対する郵便
調査の結果から－
(2013年7月)

WG3報告書抜粋
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令和4年3月22日 関西電力送配電1．論点① 災害時の消費者行動について

 宿泊地近隣の公共施設，学校，ホテルの駐車場などに避難している。
 被災直後に避難のために帰国行動をとっている。
 母国のWebサイトなど母国語での情報収集を行っている。

(3)国内非居住者(インバウンド)の行動特性

調査災害 災害時の消費者行動 参考文献
平成28年
(2016年)
熊本地震

・地震発生後の避難場所では，「近隣の公民館等公共施設」
14.7%が最も高く，「近隣の学校」「ホテルの駐車場」11.8%と
続く。(p.3)
・地震発生時のホテルでの避難誘導の有無とその理解度では，
「避難誘導があり理解できた」32.4%，「避難誘導はあったが日
本語で理解ができなかった」11.8%，「避難誘導はわからないが
他の客が避難するのをみた」8.8%，「避難誘導はなかった」
44.1%であった。(p.4)

株式会社サ－ベイリ
サ－チセンタ－:熊本
地震における訪日日
本国内非居住者旅行
者の避難行動に関す
る調査(2016年4
月)pp.3-4

平成23年
(2011年)
東北地方太
平洋沖地震

・震災直後の数日間での出国が多い。
・滞在期間については，2～3日程度の短期と1週間から1か月未満
が多い。

国土交通省官公庁:災
害時における旅行者へ
の情報提供に関する調
査事業(資料編)(2012
年11月) p.27

平成28年
(2016年)
熊本地震

・全体では，「母国の WEB サイト」40.9%が主な情報源となっ
ており，各国のメディアに情報発信することで日本滞在中の外国
人旅行者に情報が届くことがうかがえる。(p.2)
・「宿泊先の従業員」27.8%「同行の日本語ができる人」「日本
のテレビ・ラジオ」ともに 20.9%と続き「日本語の防災行政無
線・広報車・消防車など」は 4.3%にとどまった。

株式会社サ－ベイリ
サ－チセンタ－:熊本
地震における訪日日
本国内非居住者旅行
者の避難行動に関す
る調査(2016年4
月)p.2

WG3報告書抜粋
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令和4年3月22日 関西電力送配電

消費者属性
日本国内居住者(自宅) 日本国内居住者(自宅外) 日本国内非居住者

災
害
時
の
行
動
特
性

2.(8) 情報確保(日本人) 2.(9) 情報確保(外国人)

2. (3) 避難(日本人)

2.(5) 病院・高齢者施設利用

2.(4) 帰宅(困難)

2.(2) 外出

2.(1) 自宅待機

2.(7) 帰国

2. (6) 避難(外国人)

 消費者属性の分類から文献調査を行い，一般消費者の災害時行動は，
9の行動特性に分類できた。

 9の行動特性に対して論点②「大規模停電による消費者への影響」に関する文献
調査を行った。

1．論点① 災害時の一般消費者行動

9の行動特性

次ページから上記の 2.(1) ～ 2.(9) について，順番に説明する。
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令和4年3月22日 関西電力送配電

大規模停電による消費者への影響 参考文献
札幌市:平成30年北
海道胆振東部地震対
応検証報告書(2019
年3月)p.3

・高度医療機器である人工呼吸器を在宅で利用する患者は，人工呼吸器以外に
も，喀痰吸引器，機械式排痰補助装置，酸素吸入器など多くの医療機器を日常
的に用いて生活している。それらは全て電力源を必要とする電気機器であり，
極度に電気依存度の高い患者層であるといえる。

北海道小児科医会
医療法人稲生会:北海
道胆振東部地震に伴
うブラックアウトに
おける在宅人工呼吸
器患者への対応に関
する研究(2019年9
月)p.1

2．論点② 大規模停電による消費者影響について
(1)自宅待機における影響

 自宅待機者における最大の困りごとは携帯電話等の充電。
 空調不能，酸素吸入器の電源喪失により人命に影響する事象も発生。

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響

WG3報告書抜粋
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令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による消費者影響について

(2)外出における影響

 停電により信号滅灯が発生した。
 電池やモバイルバッテリ－等のほしいものが買えない，電子マネ－が使えない。

大規模停電による消費者への影響 参考文献
・ブラックアウトに伴って信号機の滅灯が発生したものの，道警察が手信号で
交通整理を行ったことや道民が安全運転を行ったこと等により，重大な交通事
故は発生しなかった。(p.120)
・大規模停電において，信号機が滅灯する中，道警察による交通整理や道民の
安全運転により，重大な交通事故は発生していなかった。(p.121)

平成30年北海道胆振
東部地震災害検証委
員会:平成30年北海道
胆振東部地震災害検
証報告書 令和元年
(2019年5月) 第3章
検証及び防災対策へ
の反映 pp.120-
121

・買えなかった物については，電池がもっとも多く，次いでモバイルバッテリ
－であった。

室蘭工業大学:平成30
年北海道胆振東部地
震地震発生時の行動
アンケート(2019年3
月)p.17

・2018 年 9 月に発生した北海道胆振東部地震に伴って大規模停電が生じまし
た。そのとき，一部のコンビニエンスストアなどで，電子マネ－が使えないた
めに，物やサ－ビスが購入できなくなったことがインタ－ネット上で話題とな
りました。

ニッセイ基礎研究所
金融研究部 主任研究
員・
年金総合リサ－チセ
ンタ－兼任福本 勇
樹:特集 進むキャッ
シュレス化と暮らし
キャッシュレス決済
への消費者の疑問Ｑ
＆Ａ(2019年3月)p.4

WG3報告書抜粋

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響



12電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による消費者影響について

(3)避難(日本人)における影響(避難する人や避難所へ避難した人の影響)

 避難所では，就寝環境やプライバシ－確保，トイレの衛生環境面での懸念と
同時に，携帯電話の充電，災害情報の入手に困っていた。

 避難するにあたって，高層マンション等の場合は停電によるエレベ－タ－停止な
どにより在宅医療患者の移動手段に課題がある。

大規模停電による消費者への影響 参考文献
札幌市:平成30年北
海道胆振東部地震
対応検証報告書
(2019年3月)p.3

・集合住宅の高層階に住む患者は，エレベ－タ－も停電のために停止したため
避難しようにも階下に降りることのできない状況に陥った。当法人の職員のみ
ならず日頃から活用する居宅介護事業所や特別支援学校，相談支援事業所の職
員等が集まり，非常用階段から患児をバギ－に乗せたまま階下に下ろしたケ－
スも我々が把握しているだけで6件にのぼった。

北海道小児科医会
医療法人稲生会:北
海道胆振東部地震
に伴うブラックア
ウトにおける在宅
人工呼吸器患者へ
の対応に関する研
究(2019年9月)p.2

WG3報告書抜粋

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響



13電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による消費者影響について

(4)帰宅(困難)における影響

 公共交通機関の停止や自宅被災により帰宅できない。(帰宅困難者)
 通信手段がない場合，帰宅困難者であることを家族等へ伝えることが

できなかった。

大規模停電による消費者への影響 参考文献
・地震の発生時刻が平日の日中であったことと相まって，鉄道等を使って通
勤・通学している人々の帰宅手段が閉ざされ，結果として，首都圏において約
515万人(内閣府推計)に及ぶ帰宅困難者が発生した。
・帰宅困難者は「地震発生時に外出している者のうち，近距離徒歩帰宅者(近距
離を徒歩で帰宅する人)を除いた帰宅断念者(自宅が遠距離にあること等により
帰宅できない人)と遠距離徒歩帰宅者(遠距離を徒歩で帰宅する人)」として扱う
ものとする。

内閣府(防災担当):
大規模地震の発生
に伴う帰宅困難者
対策のガイドライ
ン(2015年3
月)pp.1-2

・震災当日，帰宅困難な状況は，「保護者への連絡が取れなくなったため」
(84.2%)や「道路や交通手段が被災したため」(67.0%)が発生要因として高い
割合を占めている。
・地域別にみると，沿岸部では「保護者への連絡が取れなくなったため」が
86.6%と高いほか，「道路や交通手段が被災したため」は 72.4%，「児童生
徒等の自宅が被災したため」は59.0%の学校等が理由として挙げている。

文部科学省:平成23
年度 東日本大震
災における学校等
の対応等に関する
調査 報告書(2012
年3月)p.48

WG3報告書抜粋

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響



14電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による消費者影響について

(5)病院・高齢者施設利用における影響

 停電により医療機器に使用制限がかかった。
 エアコンが停止し熱中症となった。

大規模停電による消費者への影響 参考文献
・回答数の最も多い項目は停電であり，次いで断水という結果となった。電波
塔の被災による電波障害やインターネット不通，携帯電話不通なども医療機能
に影響を及ぼしていた。台風直撃時の医療機器の使用を避けるために，人工透
析治療の時間調整や診療時間の変更を行った機関もあった。

千葉大学:令和元年台
風15号による停電の
⾧期化に伴う影響と
風水害に関する総合
調査(2020年3
月)pp.1－36,1－37

・停電で空調は全部ストップして，断水状態。貯水は数時間でなくなる。食料
は半分しかない。全く蒸し風呂状態になっていて，複数の患者が熱中症症状で
ヒーヒーいっている。

厚生労働省 難病患者
の支援体制に関する
研究班:平時に創る難
病在宅人工呼吸器使
用者等の災害時の備
えと支援ネットワ－
ク(2019年12月)p.9

WG3報告書抜粋

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響



15電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による消費者影響について

(5)病院・高齢者施設利用における影響

大規模停電による消費者への影響 参考文献
一般財団法人 日
本総合研究所:高
齢者施設・事業
所が災害時の停
電・断水に備え
るために(2020
年3月)p.4，p.5

 照明，エアコン，冷蔵庫，エレベ－タ，ナ－スコ－ルも利用できなくなった。
WG3報告書抜粋

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響



16電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による消費者影響について

大規模停電による消費者への影響 参考文献
・北海道胆振東部地震後には，全道的な大規模停電が数日にわたり発生したこ
とにより，外国人観光客自身が，主体的に情報を取得する手段となるスマ－ト
フォン等，情報端末のバッテリ－切れの問題や，情報不足による不安につな
がっていた。(p.8)
・外国人観光客へ対応を行う関係機関等には，一般的なオフィスビルに入居し
ている場合も多く，停電により建物自体への入館ができなかったケースや，非
常用電源がないため電気・電話が使用できないケースなどがあった。(p.8)
・停電発生に伴う現状にも含まれる課題であるが，大規模停電により宿泊施設
が利用できなくなり，行き先を失う外国人観光客が発生する一方，通信手段が
限られ，外国人観光客への情報提供に苦慮する事態となった。(p.9)

国土交通省 北海道運
輸局:大規模地震等に
備えた外国人観光客
への情報集約・提供
方法に関するガイド
ライン(2019年3
月)pp.8－9

(6)避難(外国人)行動への影響

 外国人観光客の情報取得手段であるスマ－トフォン等の情報端末のバッテリ－切
れ，情報不足が不安につながっていた。

 宿泊施設が利用できなくなり，行き先を失う外国人が発生した。

WG3報告書抜粋

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響



17電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による消費者影響について

大規模停電による消費者への影響 参考文献
・2019年9月8日深夜から 9日にかけて関東地方を縦断した台風15号の影響に
より，成田国際空港(以下，成田空港)へのアクセス交通が途絶したため，一時
最大で1万7千人に及ぶ利用客が空港内で足止めを余儀なくされた。
・内閣府の公表資料1)によれば，航空網への直接的な影響として，8日に132便
(全日空30便，日本航空47便，その他55便) ，翌9日に236便(全日空73便，日
本航空70便，その他93便)の欠航が発生した。(p.6－1)
・アクセス交通の全面的な運行再開は10日朝からとなり，9日から10日にかけ
て空港内で一夜を明かした利用者は1万3千人にも上った)。(p.6－2)
・暴風による倒木や架線等の設備被害等の影響で成田空港と都心とを結ぶ交通
アクセスは完全に麻痺した。(p.6－7)

千葉大学:令和元年
台風15号による停
電の⾧期化に伴う
影響と風水害に関
する総合調査
(2020年3月)pp.6
－1,6－2,6－7

・2016年熊本地震では，「今後の旅行日程がどうなるのか想定ができなかっ
た」33.9%「すべての日程が狂い多額の負担が生じた」29.6%。

株式会社サ－ベイ
リサ－チセンタ－:
熊本地震における
訪日日本国内非居
住者旅行者の避難
行動に関する調査
(2016年4月)p.2

(7)帰国行動への影響

 航空便の欠航および停電による交通機能停止により，帰国できず空港で
足止めされる利用客が多かった。

 旅行の日程変更等により負担が増加した。

WG3報告書抜粋

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響



18電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による消費者影響について

(8)情報確保(日本人)における影響
 テレビ利用不可や，携帯電話やスマホのバッテリ－切れにより，

情報確保ができなかった。
大規模停電による消費者への影響 参考文献

株式会社サ－ベイリ
サ－チセンタ
－:2019年・台風15
号に関する停電等に
対するアンケ－ト
(2019年9月)p.8

WG3報告書抜粋

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響



19電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による消費者影響について

(8)情報確保(日本人)における影響

大規模停電による消費者への影響 参考文献
内閣府 非常災害対
策本部 :令和元年台
風第19 号等に係る
被害状況等について
(2019年10月13日
13:00現在)
pp.12-16

・発災当初は，アクセスの集中や障害によって，北海道電力のホ－ムペ－ジ上
で停電情報や復旧状況を確認できない状況となり，特に停電情報システムの復
旧が9月11日16時30分となったことから，住民等の停電復旧状況の確認に支障
が生じることとなった

平成30年北海道胆振
東部地震災害検証委
員会:平成30年北海
道胆振東部地震災害
検証報告書 (2019
年5月)p.110

 基地局の停電により，携帯電話がつながらない。
 アクセスの集中や障害によって，電力会社のホ－ムペ－ジ上で停電情報や

復旧状況を確認できない状況となり，住民等の停電復旧状況の確認に支障が
生じることとなった。

WG3報告書抜粋

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響



20電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による消費者影響について

(9)情報確保(外国人)への影響

大規模停電による消費者への影響 参考文献
・北海道胆振東部地震後には，全道的な大規模停電が数日にわたり発生したこ
とにより，外国人観光客自身が，主体的に情報を取得する手段となるスマ－ト
フォン等，情報端末のバッテリ－切れの問題や，情報不足による不安につな
がっていた。(p.8)
・市街地では，充電サ－ビスも各所で展開されたが，こうした情報をスム－ズ
に外国人観光客に伝える手段がなかった。(p.8)
・スマ－トフォンの充電場所，医療機関に関する情報が入手できなかった(p.9)

国土交通省 北海道
運輸局:大規模地震
等に備えた外国人
観光客への情報集
約・提供方法に関
するガイドライン
(2019年3月)pp.8-
9

 外国人観光客はスマ－トフォン等の情報端末に情報収集を依存しているため
電池切れにより，情報収集ができないという問題が発生した。

WG3報告書抜粋

赤字:消費者及び生活基盤への影響
黒字:産業基盤を介した影響



21電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電2．論点② 大規模停電による一般消費者への影響

消費者及び生活基盤への影響 産業基盤への影響

• 最大の困りごとは携帯電話等の充電。
• 電池やモバイルバッテリー等が買えない，

電子マネーや ATM が使えない。
• 避難所では情報確保のための携帯電話の充

電（安否確認等）に困る。
• 照明，冷蔵庫，ナースコールも利用不可。
• 医療機器に使用制限。
• 酸素吸入器の電源喪失により 人命に影響 。
• エアコン停止で熱中症になった。
• エレベーター停止で，高齢者の移動に課題。

• 他インフラの停止により，「洗濯」，「通
信」，「入浴」，「料理」，「用便」，
「洗面」などに支障。

• 信号滅灯による事故の危険性拡大。
• 公共交通手段が使えず，移動制限。
• 公共交通の停止で帰宅困難者。
• 通信手段がない場合，家族等への連絡不可。
• 断水や通信不良で医療機器に使用制限。
• 航空便の欠航や停電による交通機能停止で，

観光客を足止め。
• 基地局の停電で，携帯電話が不通。

 ９の行動特性から，停電時の消費者影響は「消費者及び生活基盤への影響」と
「産業基盤を介した影響」に分類。

 一般消費者視点として「消費者及び生活基盤への影響」について，
論点③「大規模停電に対する消費者の自衛策」，論点④「社会全体の備え」と
論点⑤「災害時の情報発信のあり方」を整理した。



22電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電3．論点③④ 調査方針

 論点②の「消費者及び生活基盤への影響」に対して，
論点③「大規模停電に対する消費者の自衛策」，
論点④「大規模停電に対する社会全体の備え」

として，代替電源を中心に事例等の調査を行う。

消費者及び生活基盤への影響
自衛策と社会全体の備え

代替電源の確保 代替電源以外の確保

・モバイルバッテリ－
・蓄電池
・ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ
・可搬型自家発電機
・電気自動車
・太陽光発電システム
・非常用自家発電設備
・移動電源車

・加入電話，公衆電話
・ラジオ，防災ラジオ
・現金
・病院内巡回強化
・予備ボンベ
・保冷剤，スト－ブ等
・担架

• 最大の困りごとは携帯電話等の充電。
• 電池やモバイルバッテリー等が買えない，電

子マネーや ATM が使えない。
• 避難所では情報確保のための携帯電話の充電

（安否確認等）に困る。
• 照明，冷蔵庫，ナースコールも利用不可。
• 医療機器に使用制限。
• 酸素吸入器の電源喪失により 人命に影響 。
• エアコン停止で熱中症になった。
• エレベーター停止で，高齢者の移動に課題



23電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電3．論点③ 大規模停電に対する一般消費者の自衛策

 文献調査を実施した結果，一般消費者の自衛策として以下の6つの代替電源を
まとめた。出力・容量，稼働条件，費用の面で多様な対策がある。

①モバイルバッテリー，②蓄電池，③コージェネレーションシステム，
④発電機（ポータブル発電機）⑤電気自動車，⑥太陽光発電システム

一般消費者の自衛策 参考文献
・「携帯電話用モバイルバッテリ－」の準備をしている人は，2018年から増加
しており2020年で2割を超えた。
・年代が上がるに伴い，各種備えの割合は高まる様子。
・一方，「携帯電話用モバイルバッテリ－」は年代の増加とともに減少する様
子。

NTTドコモ モバイ
ル社会研究所HP:モ
バイル社会白書Web
版2020年版

・スマ－トフォン所有者(N＝342)スマ－トフォン用モバイルバッテリ－につい
て聞いたところ，26.6%の人が「所有していて，常に持ち歩いている」，
26.9%の人が「所有しているが普段はあまり持ち歩いていない」と回答した。

ＭＭＤ研究所:HP 調
査デ－タ(2015年6
月)

(１)対策 ①モバイルバッテリ－

上記の，①モバイルバッテリー，③コージェネレーションシステム（P24），⑥太陽光発電シス
テム（P25）の活用事例について説明する。

WG3報告書抜粋



24電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電3．論点③ 大規模停電に対する一般消費者の自衛策

（１）対策 ③コージェネレーションシステム(エネファ－ム)

一般消費者の自衛策 参考文献
北海道経済部:大規模
停電への備え<事例
集>(2018年11
月)p.3

台風21号による停電時の活用例
・835世帯でエネファ－ムを活用

経済産業省:平成30
年に発生した災害によ
る大規模停電発生時
における政府の対応に
ついて(2018年10
月)p.39

WG3報告書抜粋



25電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電3．論点③ 大規模停電に対する一般消費者の自衛策

（１）対策 ⑥太陽光発電システム

一般消費者の自衛策 参考文献
北海道経済部:大規
模停電への備え<事
例集>(2018年11
月)p.2

WG3報告書抜粋



26電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電3．論点③ 大規模停電に対する一般消費者の自衛策

（２）停電に対する事前準備

一般消費者の自衛策 参考文献
株式会社サ－ベイリ
サ－チセンタ
－:2019年・台風15
号に関する停電等に
対するアンケ－ト
(2019年9月)p.6

 停電に対する事前準備としては，懐中電灯・ロ－ソクの用意，戸締りが多数な中，携帯電話
などの電子機器の充電，予備のバッテリ－用意も挙げられている。一方で，自家用発電機，
ソ－ラ－パネルといった大型電源の準備はあまりされていなかった。

WG3報告書抜粋



27電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電4．論点④ 大規模停電に対する社会全体の備え

（１）行政・学校・その他における代替電源 ①行政

社会全体の備え 参考文献
総務省 消防庁:地
方公共団体における
業務継続性確保のた
めの非常用電源に関
する調査結果(2019
年12月)

 全国自治体における非常用電源の設置が進んでいる。
 都道府県で47/47(100%)，市町村で1,613/1,741(92.6%)。

また，稼働時間72 時間以上に限定すると，都道府県で42/47(89.4%)，
市町村で717/1,613(44.5%)となっている。

＜全国自治体における非常用電源の設置＞

WG3報告書抜粋



28電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電4．論点④ 大規模停電に対する社会全体の備え

社会全体の備え 参考文献
2 非常用電源の稼働時間について
・ 「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」(平成 28 年
2月内閣府(防災担当))において，「72 時間は，外部からの供給なしで非常用電
源を稼動可能とする措置が望ましい。」とされていることから，発災直後から
の応急対策の重要性に鑑み，大規模な災害が発生した場合には物資の調達や輸
送が平常時のようには実施できないという認識の下，72 時間は外部からの供給
なしに非常用電源を稼動できるよう，あらかじめ燃料等を備蓄しておくこと。
・また，停電の⾧期化に備え，1週間程度は災害対応に支障がでないよう準備す
ることが望ましく，その際，軽油，重油等の燃料の備蓄量等は，消防法，建築
基準法等により制限される場合もあるため，あらかじめ燃料販売事業者等との
優先供給に関する協定の締結を進めること。

総務省 消防庁:地
方公共団体におけ
る業務継続性確保
のための非常用電
源に関する調査結
果(2019年12月)

（１）行政・学校・その他における代替電源 ①行政

 国，地方公共団体は，十分な期間(最低3日間)の発電が可能となるような燃料の
備蓄等を行う。

 法令による燃料備蓄の制限もあることから，燃料販売事業者等との供給協定の
検討も必要。

WG3報告書抜粋



29電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電4．論点④ 大規模停電に対する社会全体の備え

（１）行政・学校・その他における代替電源 ①行政

社会全体の備え 参考文献
・経済産業省は，電動車の普及促進に向けて，自動車メ－カ－，エネルギ－関
連企業，電動車のユ－ザ－企業等が参画する「電動車活用社会推進協議会」(本
日時点の会員数:127者)を今年7月に立ち上げました。
・本協議会の下で，11月27日に，「電動車活用促進ワ－キンググル－プ」の第
一回会合を開催し，災害時における電動車の活用について議論し，「アクショ
ンプラン案」を作成しました。
・今後，電動車の給電方法等をわかりやすくまとめた「マニュアル」を作成し，
自治体，医療機関，老人福祉施設等に周知・普及するなど速やかにアクション
に着手します。

経済産業省:HP
「災害時における電
動車の活用促進に向
けたアクションプラ
ン案」の下，具体的
なアクションに着手
します(2019年11
月)

・日産自動車は2019年8月30日，2019年度内に自治体などと結ぶ防災協定を
現在の3倍となる30件に増やすと発表した。電気自動車(EV)を公用車などに
使ってもらい，災害時には電源として役立てる。
・三菱自動車も同日，災害時に電動車を貸し出す防災プログラムを始めた。社
会貢献を通じて電動車固有の機能や価値を知ってもらい，普及を後押しする。

日本経済新聞:HP 
日産や三菱自 自治
体と防災協定 EV
など電源に活用
(2019年8月)

 経済産業省は災害時の電気自動車の活用を促進しており，マニュアルを公表して
いる。

 自治体によっては，自動車メ－カ－と災害協定を締結し，電気自動車を
公用車として通常は使用し災害時には，電源として役立てている。

WG3報告書抜粋



30電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電4．論点④ 大規模停電に対する社会全体の備え

（１）行政・学校・その他における代替電源 ②学校

社会全体の備え 参考文献
文部科学省:避難所
となる公立学校施
設の防災機能に関
する調査の結果に
ついて(2019年8
月)

 避難所に指定されている学校において，非常用発電機等を設置している
学校は 18,468校(60.9%)

WG3報告書抜粋



31電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電4．論点④ 大規模停電に対する社会全体の備え

（１）行政・学校・その他における代替電源 ③その他

社会全体の備え 参考文献
・地区の避難所に指定されている集会所と，約400メ－トル離れた場所にある
太陽光発電施設とを市販の延⾧用ケ－ブルリ－ル8基で接続。発電施設の一部
から100ボルトの電力を送り出し，遠隔地でも電気機器が使用できるかを確認
した。携帯電話の充電やテレビ，電気スタンド，電気ポットなど災害時に必要
最低限の機器が個別で作動した。

環境工学株式会
社:HP NHKニュ－
スで放送_災害時の
非常用電源に太陽光
発電を活用(2020年
6月)

・エア・ウォーター株式会社では，大規模停電等に備え，大型移動電源
車(100kW 級)を3台と小型移動電源車(9.8kW)を11台保有(大型移動電源車に
ついては，「石油ガス基地緊急時対応型発電設備事業」を活用)。
・また，小型移動電源車は，同社の各事務所へ給電したほか，避難所や福祉施
設，食料品製造工場への給電，携帯電話充電サ－ビスなどを実施。 (エア・
ウォーター株式会社)

経済産業省北海道経
済産業局:HP 北海
道胆振東部地震にお
ける企業の事業継
続・地域貢献事例
(2018年10月)

・「ウイングベイ小樽」は天然ガスコ－ジェネレ－ションシステムにより停電
を回避できたほか，小樽市と連携し，4階のテナントスペ－スをインバウンド
など観光客向けの緊急避難所として開設して避難者の受け入れを実施。(株式会
社小樽ベイシティ開発「ウイングベイ小樽」)

 その他民間企業・施設において，太陽光発電，移動電源車，コ－ジェネレ－ショ
ンシステムなどを活用し，緊急避難所として開設したり，携帯電話等充電サ－ビ
スを提供したりすることにより，消費者を支援。

WG3報告書抜粋



32電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電4．論点④ 大規模停電に対する社会全体の備え

（２）病院・高齢者施設における代替電源

社会全体の備え 参考文献
NHK:HP 「大規模
停電から災害弱者を
守れ」(時論公
論)(2019年10月)

 災害拠点病院には自家発電設備の設置が義務付けられていて全国736の病院
すべてが備えている。

 しかし，求められる3日分の燃料の確保ができていない病院が存在していたり，病
院全体で見ると自家発電設備などを持っていない病院が全体の7パ－セント
程度(500余り)存在している。

 高齢者施設については，自家発電設備などのない施設が4600あまり(34%)存在。
WG3報告書抜粋



33電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電4．論点④ 大規模停電に対する社会全体の備え

（２）病院・高齢者施設における代替電源 ①病院

社会全体の備え 参考文献
北海道経済部:大規
模停電への備え<事
例集>(2018年11
月)p.4

 道内の総合病院では，コ－ジェネレ－ションシステムにより，人工呼吸器，
ナ－スコ－ル等の電源を確保できた。

WG3報告書抜粋



34電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電4．論点④ 大規模停電に対する社会全体の備え

（２）病院・高齢者施設における代替電源 ②高齢者施設

社会全体の備え 参考文献
北海道経済部:大規
模停電への備え<事
例集>(2018年11
月)p.4

 自家発電機により給水設備等の稼働を維持。痰吸引機を簡易発電機で稼働。
ランタンにより照明機能を代替した。

WG3報告書抜粋



35電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電4．論点③④ 主な代替電源一覧

No 電源 出力 容量 費用 発電方式 利用制約 利用イメ－ジ

1 モバイルバッテリ－ 数百～数千
mA 数百～数万mAh ～数万円 電力

（充電済） 蓄電切れ
携帯電話・スマ－トフォン
の充電
※No2～10の電源でも可能

2 家庭用蓄電池 数百～数千W 数十～数千Wh ～数百万円 電力
（充電済） 蓄電切れ 一部家電・電気設備

3
家庭用
コージェネレーショ
ンシステム

数百W ～数十kWh ～数百万円 都市ガス・
LPG

ガス供給停
止

家電・電気設備
(一部，500W上限)

4 可搬型
自家発電機 数百～数千W 数百～数千W ～数十万円 ガソリン・

ガス 燃料切れ 家電・電気設備(一部)

5 電気自動車
（PHEV含む） ～数百kW 数～数百kWh 数百万～数千万

円 電力 燃料切れ 家電・電気設備(全般)

6 家庭用
太陽光発電システム

～10kW
(家庭用定義)

～数百kWh
(一日あたり)

数十万～数百万
円 太陽光 日射量 家電・電気設備(全般)

7 産業用蓄電池 数十kW～ 数百kWh～
(一日あたり)

(標準価格相当の
情報取得なし)

電力
（充電済） 蓄電切れ

電気設備・業務機器
エアコン・エレベーター
等

8 産業用
太陽光発電システム

10kW～
(産業用定義)

数百kWh～
(一日あたり) 数百万円～ 太陽光 日射量 電気設備・業務機器

ナースコール 等

9 非常用
自家発電設備 数十kW～ 数百kWh～

(一日あたり)
(標準価格相当の

情報取得なし) 灯油等 燃料切れ
電気設備・業務機器
エアコン・エレベーター
等

10 移動電源車 数十kW～ 数百kWh～ (標準価格相当の
情報取得なし) 軽油等 燃料切れ 電気設備・業務機器

医療機器・酸素吸入器 等

11
施設用
コージェネレーショ
ンシステム

数十kW～ 数百kWh～
(一日あたり)

(標準価格相当の
情報取得なし)

都市ガス・
LPG

ガス供給停
止

電気設備・業務機器
医療機器・酸素吸入器 等

 論点③の一般消費者の自衛策及び論点④の社会全体の備えとして規模とコストが
異なる代替電源がある。

 どの代替電源においても，継続した利用には制約がある。

※各項目(出力，容量，，，)は，各代替電源の製品サイトにおける仕様項目や比較項目，資源エネルギ－庁サイト(xEVの非常用電源としての活用法)など
から抽出。 各項目の内容は，各代替電源の製品サイト，価格比較サイトなどから抽出。

③
自
衛
策

④
社
会
全
体
の
備
え



36電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電

WG1(電力系統視点)

・北海道ブラックアウトのメカ
ニズムの整理

・広範囲停電の
メカニズム，実績，並びに防止
対策の調査

・電力システム改革に伴う電力
セキュリティに関する課題の調
査

・防災・減災のための電力系統
のあり方の整理

・災害時の情報発信のあり方

WG2(電力以外の社会インフラ視
点)

・北海道ブラックアウト時の社
会インフラの影響ならびに対応
の整理
（通信，運輸，水道等）

・広範囲・⾧期間の停電時の社
会インフラへの影響，軽減策及
びその限界の調査

・電気依存社会化が進行した場
合の社会インフラのレジリエン
スのあり方の整理

WG3(一般消費者視点)

論点① 災害時の一般消費者行動
北海道ブラックアウトや近年甚大な被害を与え
た台風による，一般消費者への影響および一般
消費者の行動に関して整理

論点② 大規模停電による一般消費者への影響
広範囲・⾧時間の停電が発生した場合に想定さ
れる一般消費者への影響の調査

論点③ 大規模停電に対する一般消費者の自衛策
被災時に受電することが困難になる可能性を考
慮した自衛策の整理

論点④ 大規模停電に対する社会全体の備え
上記の状況で社会全体が冷静・適切に対応する
ための備え，並びに心構えの整理

論点⑤ 災害時の情報発信のあり方
SNSの普及などの世相を反映した情報発信のあ
り方の調査・整理

特別調査専門委員会

 災害時における情報発信に関する消費者のニーズ（情報内容，情報発信手段）に
ついて，文献調査を実施する。

 論点⑤「災害時の情報発信のあり方」は，WG3（消費者視点）だけでなく，
WG1（電力系統視点）の論点でもある。WG3では，情報発信側となるWG1の調
査のインプットになるよう，調査内容の整理を進める。

5．論点⑤ 調査方針

論点⑤ 災害時の情報発信のあり方
SNSの普及などの世相を反映した情報発信のあ
り方の調査・整理WG3で調査した消費者ニーズ



37電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電5．論点⑤ 災害時の情報発信のあり方(一般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ①情報の内容

災害時の情報発信のあり方 参考文献
・必要とする情報として，避難者の受入れが可能な避難所や停電・断水の復旧
情報，給油可能なガソリンスタンドの情報などを求める意見が多かった。
(p.10)
・地震発生後に必要な情報は，復電情報や住んでいる地域の被害情報だった。
(p.15)

札幌市:平成30年北
海道胆振東部地震
対応検証報告書
(2019年3月)
pp.10,13,15

・平時は精度が重視されるが，災害時は鮮度も求められる。精度と鮮度の関係
は難しいが情報を出すことの重要性は疑う余地ないのではないか。緊急地震速
報は東日本大震災時に評価が上がった。受け取る人が価値に気づいた一例。社
会の批判に耐えながらでも情報を出すことを啓発していくべき。

電気学会～電子情報
通信学会 連携企画
シンポジウム 防
災・減災の社会イン
フラを考える～災害
時の情報提供の在り
方を含め～

 災害時に消費者が求める情報としては，災害の情報，停電・断水の復旧見込み情報，
避難所の情報があり，停電発生時には，停電の復旧見込み情報に対するニ－ズが高い。
また，災害時は情報の鮮度も求められる。

・災害の情報(被害状況)
・停電・断水の復旧見込み情報
・避難所の情報

WG3報告書抜粋



38電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電5．論点⑤ 災害時の情報発信のあり方(一般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信手段

災害時の情報発信のあり方 参考文献
・市民への情報提供は，多元化で発信することが求められる。特に高齢者など
要配慮者への発信方法が情報提供において重要であり，スマ－トフォンを使え
ない方への情報提供としては，市と協定を結んでいる災害ＦＭの周知を徹底す
ることも一つの方策と考える。(p.13)

札幌市:平成30年北
海道胆振東部地震対
応検証報告書(2019
年3月)
pp.10,13,15

総務省:平成29年版
情報通信白書 第1
部 第2節 熊本地
震におけるICT利活
用状況に関する調査
結果(2017年7
月)pp.218,220,22
3-224(※事例1～
5/5)

 情報発信の手段は，ＩＣＴを十分活用し，多元的であることが求められる。
 個々の情報発信手段は，それぞれ，迅速に情報発信ができるか(迅速性)，

正確な情報発信ができるか(正確性)，通信が滞ることなく情報発信ができるか
(安定性)などの特性がある。

WG3報告書抜粋
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情報発信に関する消費者ニ－ズ ③その他

災害時の情報発信のあり方 参考文献
・災害時に情報が届きにくくなる高齢者等を意識し，テレビやラジオを活用し
た間接広報が積極的に取り入れられ，東日本大震災以前の災害時よりも，多様
な手段を効果的に活用した情報発信が行われた。

総務省:平成29年版
情報通信白書
第1部 第3節熊本地
震と新たな災害情報
等の共有の在り方
(2017年7月)p.234

・行政からの「避難指示」の意味が分からなかったという声もある。「避け
る」と「難しい」を使った熟語だったが，意味が分からなかった)という。仮に
避難という言葉が母国語に翻訳されたとしても，日本では，どこが避難場所(身
の安全を確保するために一時的に避難する場所)に指定されているのか知らなけ
れば，災害時にどこに避難すれば良いのか，当然分からない。土地勘のない訪
日外国人であれば，なおさらである。また，「避難しろ」ではなく，「逃げ
ろ」と言わないと通じなかった)など，やさしい日本語を使用する必要性も指摘
されている。

山梨大学工学部土木
環境工学科 秦康
範:国際交通安全学
会誌 Vol. 45， No. 
1 特集・観光とイ
ンバウンド/論説 訪
日外国人への災害情
報提供の現状と課題
(2020年6月)p.30

・お客さまからのアクセス集中により，当社のホ－ムペ－ジ，停電情報サイト，
「でんき予報」がつながりにくい状況となった。当社ホ－ムペ－ジは，ネット
ワ－ク構成変更を行ったことにより，9 月 6 日午後につながりにくい状況が解
消した。更にアクセス増加に備え，パブリッククラウドへ移行した。その後，
停電情報サイト，「でんき予報」を順次復旧した。

北海道電力株式会社
北海道胆振東部地震
対応検証委員会:最
終報告(2018年12
月)p.38

 携帯電話・スマホを利用しない消費者や，日本語を解さない外国人(観光客等)へ
の配慮や行政・電力会社ホ－ムペ－ジへのアクセス集中への対策も求められる。

WG3報告書抜粋
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災害時の一般消費者の行動 大規模停電による一般消費者の影響
１ 自宅待機 • 自宅待機者における最大の困りごとは携帯電話等の充電。

• 空調不能，酸素吸入器の電源喪失により人命に影響する事象も発生。
２ 外出 • 電池やモバイルバッテリ－等のほしいものが買えない，電子マネ－が使えない。
３ 避難（日本人） • 避難所では，就寝環境やプライバシ－確保，トイレの衛生環境面での懸念と同時に，携帯

電話の充電，災害情報の入手に困っていた。
• 避難するにあたって，高層マンション等の場合は停電によるエレベーター停止などにより

在宅医療患者の移動手段に課題がある。
４ 帰宅（困難） • 公共交通機関の停止や自宅被災により帰宅できない。(帰宅困難者)

• 通信手段がない場合，帰宅困難者であることを家族等へ伝えることができなかった。
５ 病院・高齢者施設利用 • 停電により医療機器に使用制限がかかった。

• エアコンが停止し熱中症となった。
• 照明，エアコン，冷蔵庫，エレベ－タ，ナースコールも利用できなくなった。

６ 避難（外国人） • 外国人観光客の情報取得手段であるスマ－トフォン等の情報端末のバッテリ－切れ，情報
不足が不安につながっていた。

• 電力不足によりスマ－トフォンの充電ができなかった。
７ 帰国 • 航空便の欠航および停電による交通機能停止により，帰国できず空港で足止めされる利用

客が多かった。
• 旅行の日程変更等により負担が増加した。

８ 情報確保
（日本人）

• テレビ利用不可や，携帯電話やスマホのバッテリ－切れにより，情報確保ができなかった。
• 基地局の停電により，携帯電話がつながらない。
• アクセスの集中や障害によって，電力会社のホームページ上で停電情報や復旧状況を確認

できない状況となり，住民等の停電復旧状況の確認に支障が生じることとなった。
９ 情報確保

（外国人）
• 外国人観光客はスマ－トフォン等の情報端末に情報収集を依存しているため電池切れによ

り，情報収集ができないという問題が発生した。

 WG3「一般消費者視点」における論点①~⑤について文献調査を中心に整理を行った。
 論点①災害時の一般消費者の行動として９つの行動特性に分類した。
 論点②大規模停電による一般消費者の影響について確認した。
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大規模停電に対する一般消費者の自衛策
一般消費
者

• 文献調査を実施した結果，一般消費者の自衛策として以下の6つの代替電源をまとめた。出力・容量，稼働条件，
費用の面で多様な対策がある。

①モバイルバッテリー，②蓄電池，③コージェネレーションシステム，④発電機（ポータブル発電機）
⑤電気自動車，⑥太陽光発電システム

• 停電に対する事前準備としては，懐中電灯・ロ－ソクの用意，戸締りが多数な中，携帯電話などの電子機器の充
電，予備のバッテリ－用意も挙げられている。一方で，自家用発電機，ソーラーパネルといった大型電源の準備
はあまりされていなかった。

論点②で整理した消費者及び生活基盤への影響に対して，
 論点③では，一般消費者の自衛策として６つの代替電源を確認した。
 論点④では，社会が備えている代替電源の事例について確認した。

大規模停電に対する社会全体の備え
行政 • 全国自治体における非常用電源の設置が進んでいる。都道府県で47/47(100%)，市町村で1613/1741(92.6%)。

また，稼働時間72 時間以上に限定すると，都道府県で42/47(89.4%)，市町村で717/1613(44.5%)となって
いる。

• 国，地方公共団体は，十分な期間(最低3日間)の発電が可能となるような燃料の備蓄等を行う。
• 経済産業省は災害時の電気自動車の活用を促進しており，マニュアルを公表している。
• 自治体によっては，自動車メ－カ－と災害協定を締結し，電気自動車を公用車として通常は使用し災害時には，

電源として役立てている。
• 人命救助の観点で重要な「72時間」は，外部からの供給なしで非常用電源を稼働可能とする措置が望ましい。停

電の⾧期化に備え，1週間程度は災害対応に支障がでないよう準備することが望ましい。法令による燃料備蓄の
制限もあることから，燃料販売事業者等との供給協定の検討も必要。

学校 • 避難所に指定されている学校において，非常用発電機等を設置している学校は 18,468校(60.9%)
その他 • その他民間企業・施設において，太陽光発電，移動電源車，コ―ジェネレ―ションシステムなどを活用し，緊急

避難所・簡易避難所として開設したり，携帯電話等充電サ－ビスを提供したりすることにより，消費者を支援。
病院・高
齢者施設

• 災害拠点病院には自家発電設備の設置が義務付けられていて全国736の病院すべてが備えている。
• しかし，求められる3日分の燃料の確保ができていない病院が存在していたり，病院全体で見ると自家発電設備

などを持っていない病院が全体の7パ－セント程度(500余り)存在している。
• 高齢者施設については，自家発電設備などのない施設が4600あまり(34%)存在。
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 論点⑤ 「災害時の情報発信のあり方」については，災害時における情報発信に関する
消費者のニーズ（情報内容，情報発信手段）を確認した。

 論点⑤は，WG3（消費者視点）だけでなく，WG1（電力系統視点）の論点でもあり，WG3
での確認結果をWG1へ連携した。

災害時の情報発信のあり方
• 災害時に消費者が求める情報としては，災害の情報，停電・断水の復旧見込み情報，避難所の情報があり，停電発生時には，

停電の復旧見込み情報に対するニ－ズが高い。また，災害時は情報の鮮度も求められる。
・災害の情報(被害状況)
・停電・断水の復旧見込み情報
・避難所の情報

• 情報発信の手段は，ＩＣＴを十分活用し，多元的であることが求められる。
個々の情報発信手段は，それぞれ，迅速に情報発信ができるか(迅速性)，正確な情報発信ができるか(正確性)，通信が滞るこ
となく情報発信ができるか(安定性)などの特性がある。

• 携帯電話・スマホを利用しない消費者や，日本語を解さない外国人(観光客等)への配慮や行政・電力会社ホ－ムペ－ジへのア
クセス集中への対策も求められる。
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43電気学会全国大会 シンポジウム
令和4年3月22日 関西電力送配電

ご清聴ありがとうござました。


